
令 和 ８ 年 度

太子町介護保険特別会計予算書

（附属説明資料）



　令和８年度の介護保険特別会計当初予算は、第９期事業計画（令和６年度～令和８年度）との整合を
図りつつ事業実績に基づいた予算編成を行った結果、予算規模は保険給付費の増により、前年度比
7.0％の増となっている。
　地域支援事業については、介護予防・生活支援サービス事業をはじめ、一般介護予防事業など、引き
続き地域の実情に合った地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取り組みを展開する。

前年度比 内保険給付費 前年度比 内地域支援事業費 前年度比

平成24年度 916,232千円 6.6%増 869,816千円 6.7%増 26,722千円 2.4%減

平成25年度 980,182千円 7.0%増 930,131千円 6.9%増 31,249千円 16.9%増

平成26年度 1,021,457千円 4.2%増 961,672千円 3.4%増 29,775千円 4.7%減

平成27年度 1,141,394千円 11.7%増 1,060,064千円 10.2%増 35,106千円 17.9%増

平成28年度 1,155,333千円 1.2%増 1,096,600千円 3.4%増 38,582千円 9.9%増

平成29年度 1,151,307千円 0.3%減 1,050,652千円 4.2%減 72,862千円 88.8%増

平成30年度 1,190,766千円 16.6%増 1,091,401千円 13.5%増 80,038千円 9.8%増

平成31年度 1,211,177千円 1.7%増 1,117,491千円 2.4%増 76,235千円 4.8%減

令和2年度 1,332,118千円 10.0%増 1,218,722千円 9.1%増 83,649千円 9.7%増

令和3年度 1,382,934千円 3.8%増 1,271,278千円 4.3%増 81,491千円 2.6%減

令和4年度 1,361,246千円 1.6%減 1,274,510千円 0.3%増 55,742千円 31.6%減

令和5年度 1,378,345千円 1.3%増 1,281,812千円 0.6%増 58,671千円 5.3%増

令和6年度 1,431,554千円 3.9%増 1,338,953千円 4.5%増 56,638千円 3.5%減

令和7年度 1,464,975千円 2.3%増 1,359,980千円 1.6%増 63,606千円 12.3%増

令和8年度 1,568,050千円 7.0%増 1,446,874千円 6.4%増 72,227千円 13.6%増
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１　予算の状況

２　本町における高齢者の状況等

①高齢者数（第１号被保険者数）の推移

※各年度9月末時点

②認定者数の推移

※各年度9月末時点

③施設・居住系サービス利用者数の状況

※各年度9月末時点 ※各年度一月当たりの利用者数

第9期事業計画値

4年度 5年度 6年度 7年度
8年度
（見込）

6年度 7年度 8年度

3,927人 3,957人 3,977人 3,981人 4,011人 3,932人 3,951人 3,981人

第9期事業計画値

4年度 5年度 6年度 7年度
8年度
（見込）

6年度 7年度 8年度

683人 711人 746人 756人 782人 733人 755人 783人

第9期事業計画値

6年度 7年度
8年度
（見込）

6年度 7年度 8年度

介護老人福祉施設 74人 79人 84人 68人 70人 76人

介護老人保健施設 35人 35人 35人 40人 40人 41人

地域密着型介護老人
福祉施設入居者生活介護 14人 12人 14人 25人 27人 28人

認知症対応型
共同生活介護

21人 23人 25人 25人 25人 28人

社会問題・人口問題研究所

「日本の地域別将来推計人口（Ｒ５推計）」より

①歳入 （単位：千円、％）

②歳出 （単位：千円、％）

令和８年度当初予算（案） 令和７年度当初予算 前年度比較

金　額 構成比 金　額 構成比 増減額 増減率

保 険 料 312,706 20.0 303,850 20.8 8,856 2.9

分担金及び負担金 8,106 0.5 0 0.0 8,106 ―

使用料及び手数料 21 0.0 21 0.0 0 0.0

国 庫 支 出 金 328,767 21.0 308,167 21.0 20,600 6.7

支払 基 金交 付 金 405,097 25.8 379,653 25.9 25,444 6.7

府 支 出 金 214,928 13.7 201,441 13.8 13,487 6.7

財 産 収 入 350 0.0 300 0.0 50 16.7

繰 入 金 298,068 19.0 271,536 18.5 26,532 9.8

繰 越 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

諸 収 入 6 0.0 6 0.0 0 0.0

歳　入　合　計 1,568,050 100 1,464,975 100 103,075 7.0

令和８年度当初予算（案） 令和７年度当初予算 前年度比較

金　額 構成比 金　額 構成比 増減額 増減率

総 務 費 35,123 2.2 28,407 1.9 6,716 23.6

保 険 給 付 費 1,446,874 92.3 1,359,980 92.8 86,894 6.4

地域 支 援事 業 費 72,227 4.6 63,606 4.4 8,621 13.6

基 金 積 立 金 350 0.0 300 0.0 50 16.7

公 債 費 150 0.0 100 0.0 50 50.0

諸 支 出 金 13,326 0.9 12,582 0.9 744 5.9

歳　出　合　計 1,568,050 100 1,464,975 100 103,075 7.0

－2－



３　保険給付費

①保険給付費に係る財源構成

　令和８年度の保険給付費は、第９期事業計画との整合を図りつつ事業実績に基づき算出しており、全体とし
て前年度比86,894千円（6.4%）の増を見込む。

　保険給付費の１／２を公費で賄い、残りを被保険者の保険料で賄うこととなっている。（施設サービスに係る
給付とその他サービスに係る給付では、国及び府の負担割合が異なる）

　また調整交付金（5％）については、市町村の後期高齢化率や所得水準に応じた財政調整措置として交付さ
れる。（本町の実績 R3年度：3.16％、R4年度：2.97％、R5年度：2.96％、R6年度：2.99％、R7年度：3.09%）

国庫支出金 府支出金 町繰入 支払基金 保険料 他

308,004千円 205,634千円 180,859千円 390,655千円 361,722千円

1,446,874千円

20.0%+3.0%

15.0%+3.0%

12.5%

17.5%

12.5%

12.5%

27.0%

27.0%

25.0%

25.0%

（単位：千円）

予算額 予算構成割合

国
(15％＋5％)

（調整交付金）

支払基金
（40～64歳保険料）

(27％)

保険給付費

施
設
給
付
分

そ
の
他
給
付
分

89,185 86,713 61,937 133,785 123,881

218,819 118,921 118,922 256,870 237,841

計

（単位：千円）

府
(17.5％)

町
(12.5％)

国
(20％＋5％)

支払基金
（40～64歳保険料）

(27％)

府
(12.5％)

町
(12.5％)

（調整交付金割合）

法定割合

予算額 予算構成割合

法定割合
（調整交付金不足分）

（調整交付金不足分2.0％）

第1号保険料他
(65歳以上)
（23％）

第1号保険料他
(65歳以上)
（23％）

※保険料＋基金繰入
　＋低所者保険料軽減繰入　
他

（調整交付金）

（調整交付金割合）

※保険料＋基金繰入

　＋低所者保険料軽減繰入　
他
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②保険給付費の内訳

（単位：千円、％）

令和8年度 令和7年度 前年度比較

金　額 金　額 増減額 増減率

居宅介護サービス給付費 600,000 575,000 25,000 4.3

地域密着型介護サービス給付費 185,000 173,560 11,440 6.6

施設介護サービス給付費 450,000 420,000 30,000 7.1

居宅介護福祉用具購入費 2,672 2,543 129 5.1

居宅介護住宅改修費 8,000 6,096 1,904 31.2

居宅介護サービス計画給付費 67,458 67,458 0 0.0

小計 1,313,130 1,244,657 68,473 5.5

介護予防サービス給付費 20,541 18,900 1,641 8.7

地域密着型介護予防サービス給付費 10,800 16 10,784 67400.0

介護予防福祉用具購入費 550 500 50 10.0

介護予防住宅改修費 5,000 2,843 2,157 75.9

介護予防サービス計画給付費 4,752 3,680 1,072 29.1

小計 41,643 25,939 15,704 60.5

高額介護サービス費 38,000 36,000 2,000 5.6

高額介護予防サービス費 500 51 449 880.4

小計 38,500 36,051 2,449 6.8

高額医療合算介護サービス費 7,000 7,000 0 0.0

高額医療合算介護予防サービス費 150 16 134 837.5

小計 7,150 7,016 134 1.9

特定入所者介護サービス費 45,355 45,355 0 0.0

特定入所者介護予防サービス費 150 16 134 837.5

小計 45,505 45,371 134 0.3

審 査 支 払 事 業 審査支払手数料 946 946 0 0.0

保 険 給 付 費　合　計 1,446,874 1,359,980 86,894 6.4

区　分 種　類

介護予防サービス
等 給 付 事 業

高 額 介 護
サ ー ビ ス 等 事 業

高 額 医 療 合 算 介 護
サ ー ビ ス 等 事 業

特 定 入 所 者 介 護
サ ー ビ ス 等 事 業

介 護 サ ー ビ ス 等
給 付 事 業

42.9%
31.1%

13.5%

5.0%

3.1%

2.7% 0.9% 0.5%

0.2%

0.1%

居宅サービス費

施設サービス費

サービス計画費

地域密着型サービス費

特定入所者サービス費

高額介護サービス費

住宅改修費

福祉用具購入費

審査支払手数料

保険給付費の構成比（※種類別に介護給付と介護予防給付を合計した額）　

高額医療合算サービス費
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４　地域支援事業費

①地域支援事業費に係る財源構成

　地域支援事業は、地域共生社会の実現に向けて、①高齢者の社会参加・介護予防に向けた取り組
み、②在宅生活を支える医療と介護の連携、③認知症の方への支援の仕組み等を一体的に推進しな
がら、高齢者を地域で支えていく体制を構築するために実施する。
　なお、令和８年度は、介護予防・生活支援サービス事業による多様なサービスの創出をはじめ、一般
介護予防など、地域の実情に合った地域包括ケアシステムの深化・推進に向け、更なる取り組みを関
係機関と連携しながら展開する。

国庫支出金 府支出金 町繰入 支払基金 保険料　他

17,724千円 9,294千円 18,111千円 11,650千円 15,448千円

72,227千円

　地域支援事業費については法律・政令に定められる、国、府等の交付金及び町の繰入金、保険料（包
括的支援事業・任意事業は第２号被保険者の保険料を除く）を財源としている。

38.5%

23.0%
(調整交付金3.0％含む)

19.25%

12.5%

19.25%

12.5% 27.0%

23.0%

25.0%

地域支援事業費

　
介
護
予
防
・
日
常
生
活
支
援

　
　
　
　
　
　
　
　
　
総
合
事
業

　
包
括
的
支
援
事
業

　
任
意
事
業

9,924 5,394 5,394 11,650 10,788

7,800 4,660

計

（単位：千円）

12,7173,900

国
(20％＋5％)

支払基金
（40～64歳保険料）

(27％)

第1号保険料他
(65歳以上)
（23％）

府
(12.5％)

町
(12.5％)

国
(38.5％)

第1号保険料
他

(65歳以上)
（23％）

府
(19.25％)

町
(19.25％)

法定割合 （単位：千円）

※法定割合外
　8,817含む

予算額 予算構成割合

（調整交付金不足分2.0％）法定割合

予算額 予算構成割合
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②地域支援事業費の内訳

（単位：千円、％）

地域支援事業の概要図

介護予防・生活支援
サービス事業対象者

要支援
１

介護予防・生活支援サービス事業

　　一般介護予防事業（第１号被保険者のすべての者及びその支援のための活動に関わるもの）

　　包括的支援事業・任意事業

要介護
２一般高齢者等

要介護
１

要介護
３

要介護
４

要支援
２

要介護
５

保険給付

総合相談事業など：地域包括支援センター

重度化防止

移行防止

要支援者等も参加できる住民運営の集いの場の充実など

増減額

4,651

993

0

5,644

1,432

255

1,290

0

2,977

8,621

令和８年度 令和７年度 前年度比較

金　額 金　額 増減率

介護予防・生活支援
サービス事業

36,246 31,595 14.7

介護相当サービス（訪問・通
所）、サービスB（訪問）、サービ
スC（訪問・通所）、サービスD
（訪問）

一般介護予防事業 6,824 5,831 17.0
ふれんど訪問、介護予防教室、
地域リハ活動支援　など

その他諸費 80 80 0.0

小計 43,150 37,506 15.0

任意事業 10,403 8,971 16.0
介護用品給付、介護相談員派
遣、介護給付等費用適正化事
業　など

在宅医療・介護連携
推進事業

3,918 3,663 7.0
在宅医療・介護連携推進事業委
託など

認知症総合支援事業 14,070 12,780 10.1
認知症地域支援推進員の配置 
など

地域ケア会議推進事
業

686 686 0.0 地域ケア会議の開催

小計 29,077 26,100 11.4

地域支援事業費　合　計 72,227 63,606 13.6

区  分 種    類 内　容　等

介護予防・
日 常 生 活
支 援 総 合
事 業

包 括 的
支 援 事 業

任意 事 業

－6－


